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令和元年１２月１７日 

北陸建設界の担い手確保・育成推進協議会 

富山県部会 



令和元年度 北陸建設界の担い手確保・育成推進協議会 開催報告

【協議会での主な意見】

① 普通科高校に対しては、インフラツーリズム等の取り組みを推進し、担当教員や生徒の親に対し建設業の魅力や

労働条件の改善等についてもっと深く理解してもらう等の取り組みが必要。

② 建設業を更にアピールするには、普段見ることが出来ない現場（ダム・新幹線等）の見学ツアーなどを実施すると良い。

③ 令和２年度も引き続き、好評な合同企業セミナーなどの各種取り込みを実施する。

④ 現場では就労環境の改善（働き方改革）を推進すると共に、新３Ｋ等丁寧な情報発信に努める必要がある。

⑤ 離職率の増加対策に関する研究は引き続き行う。

産学官が連携した「令和元年度 北陸建設界の担い手確保・育成推進協議会」を開催し、３県部会（新潟・富山・石川）
からの活動報告や近年の新卒者の雇用状況等を踏まえて意見交換を実施。

【日 時】 令和元年１０月３１日（木）１０：００～１１：５０
【開催地】 北陸地方整備局、富山河川国道事務所、金沢河川国道事務所

（※３会場でテレビ会議、新潟会場はダブレット端末によるペーパーレス会議を実施）
【参加機関】

［行政機関］国交省北陸地整、厚労省各県労働局・３県（土木部・教育委員会 ※新潟県土木部は欠席）、新潟市（土木部）
［業界団体］日建連北陸支部、各県建設業協会、建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会北陸支部、各県測量設計業協会、北陸地質調査業協会、

日本道路建設業協会北陸支部
［教育機関］建設系大学、高等専門学校、建設系高等学校

新潟会場 富山会場 石川会場



令和元年度 北陸建設界の担い手確保・育成推進協議会 開催報告

Ｒ1.11.1（金）
日刊建設工業新聞
(10面)

Ｒ1.11.1（金）
新潟建設新聞
(1面)



令和元年度 北陸建設界の担い手確保・育成推進協議会 開催報告

Ｒ１.11.1(金)
建設工業新聞
（富山版、石川版、１面）

Ｒ1.11.1(金)
富山新聞（1面）



令和元年度 北陸建設界の担い手確保・育成推進協議会 

日時：令和元年10月31日(木)10:00～12:00 

場所：北陸地方整備局 4階 合同会議室 

富山河川国道事務所 3階 会議室 

金沢河川国道事務所 2階 会議室 

※新潟・富山・金沢の３会場によるテレビ会議 

 

＜議事次第＞ 

１．開会 

２．挨拶 

３．出席者の紹介 

４．規約について 

５．議事 

１）各県労働局からの情報提供 【各県労働局】 

２）令和元年度 建設界の担い手確保・育成に関する取り組み 

①令和元年度の部会活動総括 

②活動事例の紹介 

３）取り組みの課題 

①普通科高校等への取り組み強化及び小・中学生等の将来世代に対する取り組み

について 

②学生・生徒へのコンテンツの工夫や、各取り組みに関する効果の確認について 

③３年以内の離職者に対する就労環境の改善推進(働き方改革)について 

４）令和２年度の主な取り組み予定 

５）議題及び報告事項 

６．その他 

７．閉会 

 

＜配布資料＞ 

議事次第、出席者名簿、配席図 

（資料１）北陸建設界の担い手確保・育成推進協議会 設立趣旨 

（資料２）北陸建設界の担い手確保・育成推進協議会 規約 

（資料３）各県労働局からの情報提供 (各県労働局提供) 

（資料４）令和元年度 建設界の担い手確保・育成に関する取り組み 

①令和元年度の部会活動総括 

②活動事例の紹介 

（資料５）取り組みの課題 

①普通科高校等への取り組み強化及び小・中学生等の将来世代に対する取り

組みについて 

②学生・生徒へのコンテンツの工夫や、各取り組みに関する効果の確認につ

いて 

③３年以内の離職者に対する就労環境の改善推進(働き方改革)について 

（資料６）令和２年度の主な活動予定 

（資料７）課題及び報告事項 



令和元年度北陸建設界の担い手確保・育成推進協議会　配席図　（新潟会場）　10月31日（木） 10：00～ 場所：４F　本局　合同会議室
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令和元年度北陸建設界の担い手確保・育成推進協議会　配席図　（富山会場）　10月31日（木） 10：00～

場所：３Ｆ　富山河川国道事務所　大会議室
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○ 富山河川国道事務所

○ 富山県測量設計業協会

○ 富山県建設業協会

事務所担当関係者

富山大学 都市ﾃﾞｻﾞｲﾝ学部

都市・交通ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科 堀田教授 ○

富山工業高校 校長 ○



令和元年度北陸建設界の担い手確保・育成推進協議会　配席図　（石川会場）　10月31日（木） 10：00～

場所：２Ｆ　金沢河川国道事務所　大会議室

映像配信カメラスクリーン

新潟・富山会場映像
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石川県 土木部 ○

○ 金沢河川国道事務所石川県測量設計業協会 ○

金沢工業大学 工学部

環境土木工学科 徳永教授 ○

事務所担当関係者

金沢市立工業高校 校長 ○

石川県教育委員会 ○

金沢大学 理工研究域

環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ学類 宮島教授 ○

石川県立大学 生産資源環境学部 ○

環境課学科 森教授



 

 

 

 

 

各県労働局からの情報提供 

 

１．新潟労働局 ······························· P1 

新潟県の建設分野の労働力需給状況等 

 

２．富山労働局 ······························· P8 

富山県の建設分野の労働力需給状況等 

 

３．石川労働局 ······························· P13 

石川県の建設分野の労働力需給状況等 
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新潟県の建設分野の労働力需給状況等 

新 潟 労 働 局 
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最近の雇用失業情勢及び 

平成 31 年３月新規学校卒業者の職業紹介状況について 
 

 

（１）最近の雇用失業情勢について（令和元年 8月） 

・新潟県内における 8 月の有効求人倍率は 1.59 倍となり、前月に比べて 0.04 ポイ

ント低下した。新規求人数は 18,646 人で前年同月比 11.0%減少し、6 か月連続で

減少したが、建設業からの新規求人は前年同月に比べ 3.5%増加しており、2 か月

ぶりの増加となった。 

・新規求職者数は 7,494 人で前年同月比 9.3%減少し、2か月ぶりの減少となった。 

・これにより新潟労働局情勢判断は「県内の雇用情勢は改善が進んでいる」とした。 

 

 

（２）平成 31 年３月新規学校卒業者の職業紹介状況について（令和元年６月末日） 

・新潟県内の高校生の就職率は昨年に引き続き 100％、大学生等の就職率について

は、98.5%（前年比 ▲0.2％）となった。 

・高等学校新規卒業者に係る県内求人数は年々増加し、9,349 人(前年比 6.3%増)と

なったが、求職者数、県内就職者数についてはいずれも前年に比べ減少した。 

・また、県内建設業の求人は 2,100 人（前年比 13.5％増）であるのに対し、建設業

の就職者数については 340 人で前年度と増減なし、充足率は 16.1％であった。建

設業関係の求人数は、製造業に次いで全体で 2 番目に多くなっているが、県内就

職者は依然少ない状況となっている。 
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１　高等学校 ２　大学等（学校扱）

２-１　大学等　学校種別内訳（学校扱）
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※大学等（学校扱）の数値について
①求職者数・就職者数は、各大学等が学生からの報告等により把握している状況を取りまとめたもの。
可能な範囲で把握した数字を取りまとめており、報告のない学生や連絡の取れない学生などは未定者として計上している。
②厚生労働省及び文部科学省が公表している「大学等卒業者の就職内定状況調査（10月、12月、2月、4月（各月1日現在の年4回実施）」は
抽出調査として実施しており、調査時点毎に、電話、面接等の方法により抽出した学生全員に対して学校を通じて内定状況を確認した結果
であり、調査方法が異なることから、この調査結果と直接数値を比較できるものではない。
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平成31年3月新規学校卒業者の職業紹介状況

（令和元年6月末日現在）（最終）

新潟労働局職業安定課
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※高校生の採用選考は9月16日開始。

※大学生等の正式内定は、10月1日以降。
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別紙1

平成31年3月高等学校新規卒業者の職業紹介状況（6月末日現在）（最終）

新潟労働局職業安定課
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３ 県内求人数・県内就職者数・県内就職構成比の推移

(倍)

(%)

(%)
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H31.3卒 H30.3卒 増減数 増減率 H31.3卒 H30.3卒 増減数 増減率

2,100 1,851 249 13.5 340 340 0 0.0

3,536 3,374 162 4.8 1,573 1,594 ▲ 21 ▲ 1.3

食 料 品 712 812 ▲ 100 ▲ 12.3 378 388 ▲ 10 ▲ 2.6

繊 維 工 業 140 153 ▲ 13 ▲ 8.5 39 37 2 5.4

化 学 工 業 150 144 6 4.2 119 111 8 7.2

金 属 製 品 526 479 47 9.8 181 192 ▲ 11 ▲ 5.7

は ん 用 機 械 器 具 344 224 120 53.6 124 98 26 26.5

電子部品・デバイス・電子回路 339 322 17 5.3 164 152 12 7.9

電 気 機 械 器 具 179 166 13 7.8 101 101 0 0.0

403 347 56 16.1 91 96 ▲ 5 ▲ 5.2

1,057 1077 ▲ 20 ▲ 1.9 311 336 ▲ 25 ▲ 7.4

557 587 ▲ 30 ▲ 5.1 116 143 ▲ 27 ▲ 18.9

290 272 18 6.6 73 84 ▲ 11 ▲ 13.1

596 583 13 2.2 100 114 ▲ 14 ▲ 12.3

434 328 106 32.3 68 67 1 1.5

376 374 2 0.5 151 181 ▲ 30 ▲ 16.6

9,349 8,793 556 6.3 2,823 2,955 ▲ 132 ▲ 4.5

主　な　産　業
県　内　求　人　数 県　内　就　職　者　数

建 設 業

製 造 業

運 輸 業

卸 売 ・ 小 売 業

宿 泊 業 ・ 飲 食 サ ー ビ ス 業

生 活 関 連 サ ー ビ ス ・ 娯 楽 業

医 療 ・ 福 祉 業

そ の 他

合 計

サ ー ビ ス 業 （ 他 に 分 類 さ れ な い も の ）

340

1,573

91
311

116 73 100 68

2,100

3,536

403

1,057

557
290

596
434

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

建
設
業

製
造
業

運
輸
業

卸
売
・
小
売
業

宿
泊
業
・
飲
食

サ
ー
ビ
ス
業

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス

・
娯
楽
業

医
療
・
福
祉
業

サ
ー
ビ
ス
（
他
に
分
類

さ
れ
な
い
も
の
）

就職者数 求人数

単位：(人)

４ 産業別 県内求人数・県内就職者数

（参考） 産業別 県内求人数・県内就職者数
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別紙２

平成31年3月大学等新規卒業者の職業紹介状況（6月末日現在）（最終）

新潟労働局職業安定課

8,482 8,269 
8,737 

9,024 
9,486 

9,988 9,429 
9,386 9,117 9,154 

7,854 7,853 
8,400 8,725 

9,256 
9,690 9,294 9,250 

8,997 9,016 

92.6 
95.0 96.1 96.7 97.6 97.0 98.6 98.6 98.7 98.5 

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

２２年３月卒 ２３年３月卒 ２４年３月卒 ２５年３月卒 ２６年３月卒 ２７年３月卒 ２８年３月卒 ２９年３月卒 ３０年３月卒 ３１年３月卒

求職者数 就職者数 就職率（右目盛）

7,854 7,853 
8,400 8,725 

9,256 
9,690 

9,294 9,250 
8,997 9,016 

5,460 5,354 
5,891 5,992 

6,276 6,269 5,978 5,612 5,356 5,112 

69.5 68.2 
70.1 68.7 67.8 

64.7 64.3 
60.7 59.5 

56.7 

 20.0

 30.0

 40.0

 50.0

 60.0

 70.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

２２年３月卒 ２３年３月卒 ２４年３月卒 ２５年３月卒 ２６年３月卒 ２７年３月卒 ２８年３月卒 ２９年３月卒 ３０年３月卒 ３１年３月卒

就職者数 うち県内就職者数 県内就職構成比（右目盛）

１ 求職者数・就職者数・就職率の推移

２ 県内就職者数・県内就職構成比の推移

(人) (％)

(％)
(人)
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完全失業率

全   国 富山県 全   国 富山県 全   国 富山県 全   国

30年  8月 2.4% 1.99倍   1.63倍 1.61倍 1.13倍 42.3% 31.7%

元年  6月 2.3% 1.92倍   1.61倍 1.54倍 1.10倍 43.4% 34.9%

元年  7月 2.2% 1.87倍   1.59倍 1.51倍 1.12倍 42.0% 32.7%

元年  8月 2.2% 1.86倍   1.59倍 1.53倍 1.13倍 40.7% 31.1%

（パートを含む、求人倍率は原数値）

富  山 高  岡 魚  津 砺  波 氷　見 滑  川 県  計
1,262 801 339 348 151 222 3,123
5,991 3,501 1,521 1,436 612 1,049 14,110
3,878 2,255 870 866 335 631 8,835

12,164 6,877 2,924 2,457 1,020 1,421 26,863
1,819 914 381 387 154 309 3,964

451 312 159 151 82 116 1,271
35.7 39.0 46.9 43.4 54.3 52.3 40.7

3.07 2.82 2.57 2.49 2.22 2.84 2.83
2.03 1.96 1.92 1.71 1.67 1.35 1.90

元年8月 元年7月 30年8月 前年同月比〔％〕

8,835 10,495 9,627 ▲ 8.2
932 1,152 959 ▲ 2.8

1,365 1,556 1,874 ▲ 27.2
126 235 240 ▲ 47.5
66 77 88 ▲ 25.0

113 142 144 ▲ 21.5
67 97 84 ▲ 20.2

263 255 311 ▲ 15.4
223 280 297 ▲ 24.9
123 121 177 ▲ 30.5
599 706 595 0.7

1,905 2,563 2,096 ▲ 9.1
3,401 3,901 3,531 ▲ 3.7

633 617 572 10.7

  図表でみる

労 働 市 場

◎今月の特徴

元年８月

・ 有効求人倍率（季節調整値）は１．８６倍となり、前月より０．０１ポイント低下しました。また、正社員の
有効求人倍率は１．５３倍となり、前年同月より０．０８ポイント低下しました。新規求職申込件数は前年
同月比で減少し、有効求職者数は増加しました。新規求人数は前年同月比で減少し、有効求人数も減
少しました。
   雇用情勢は着実に改善している。
・ 新規求人数は、前年同月比で８．２％減少し、２ヶ月ぶり、月間有効求人数は５．４％減少し、６ヶ月連
続となりました。
・ 新規求職申込件数は、前年同月比で９．６％減少し、３ヶ月ぶり、月間有効求職者数は０．６％増加
し、２ヶ月連続となりました。

31年4～6月

 *全国の失業率は季節調整値。(資料出所：総務省統計局「労働力調査」）

年 月

有効求人倍率（季節調整値） 正社員の有効求人倍率（原数値） 就職率 富山県の完全失業率
(モデル推計値)

1.7%

1.7%

1.8%

1.7%

30年4～6月

30年10～12月

31年1～3月

職業紹介業務統計

  項　　目                 安 定 所 別 30年8月 前年同月比〔％〕

 ①　新規求職申込件数〔件〕 3,455 ▲ 9.6
 ②  月間有効求職者数〔人〕 14,024 0.6
 ③　新規求人数〔人〕 9,627 ▲ 8.2
 ④　月間有効求人数〔人〕 28,388 ▲ 5.4
 ⑤　紹介件数〔件〕 4,531 ▲ 12.5
 ⑥　就職件数〔人〕 1,462 ▲ 13.1
   就職率⑥／①×100〔％〕 42.3 ▲ 1.6

  製　　   造　   　業

求 人
倍 率

(原数値)

   新規求人倍率 ③／①〔倍〕 2.79 0.04
   有効求人倍率 ④／②〔倍〕 2.02 ▲ 0.12

産業別新規求人状況（パートを含む）       〔単位：人〕

　合　　　　　　    計

  建 　  　設  　　 業

　その他

食    料    品 

繊　維　工　業 

化  学  工  業

プラスチック製品

金  属  製  品

はん用・生産用・業務用機械器具

電子部品・デバイス、電気機械器具

 運 輸 , 郵便業、情報通信業

 卸売・小売業、宿泊業・飲食サービス

 医療,福祉、 学術研究,専門・技術、生活関連、サービス業

 富山労働局

  産業分類         年月

1,121

(36.0%)

1,340

(38.9%)

277

（8.9%)

340

(9.9%)

1,258

(40.4%)

1,322

(38.4%)

336

(10.8%)

294

(8.5%)

85

(2.7%)

107

(3.1%)

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000

令和元年

8月

平成30年

8月

（人）

新規求職者(常用）の態様別状況

在職者 無業者 自己都合離職者 事業主都合離職者 定年

合計

3,113人

合計

3,444人

14,024 13,836 14,387 14,044 13,693 14,134 14,359 14,738 15,197 14,996 14,471 14,496 14,110

28,388 27,904 28,913 28,271 27,791 28,422 29,632 29,594
28,078 27,256 26,687 27,171 26,863

1.99 1.98 1.97 1.96 1.98 1.98 2.00 1.95 1.94 1.94 1.92 1.87 1.86

0.30

0.50

0.70

0.90

1.10

1.30

1.50

1.70

1.90

2.10

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

Ｈ３０．８月 ９月 １０月 １１月 １２月 Ｈ３１．１月 ２月 ３月 ４月 R１.５月 ６月 ７月 ８月

(倍)(人)

月間有効求人・有効求職・有効求人倍率の動き（パートを含む）
有効求職者数 有効求人数 有効求人倍率(季節調整値)

357

(11.5%)

615

(19.8%)

856

(27.5%) 627

(20.1%)

111
198 262

341
238

31.1 32.2 

39.8 39.8 
38.0 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

0

400

800

1,200

1,600

（%）
（人）

（ ）は全数に占める割合

年齢階層別求職・就職状況

新規求職者数 就職件数 就職率

（常用・パートを含)

658

(21.1%)

4,247

(48.1%)

4,529

(47.0%)

661

(7.5%)

740

(7.7%)

3,273

(37.0%)

3,618

(37.6%)

50

(0.6%)

94

(1.0%)

604

(6.8%)

646

(6.7%)

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

令和元年

8月

平成30年

8月

（人）

新規求人数の雇用形態別状況

正社員 契約社員 パート 派遣 臨時
合計

9,627人

合計

8,835人
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【建設関係】求人、求職及び求人倍率の推移
富山労働局　職業安定部

【常用】

計 フルタイム パート 計 フルタイム パート 計 フルタイム パート 計 フルタイム パート

28年度平均 344 303 41 1,602 1,574 28 4.65 5.19 0.68 48 47 1

29年度平均 308 268 40 1,776 1,742 34 5.76 6.50 0.84 45 43 2

30年度平均 288 247 41 2,043 1,991 52 7.11 8.06 1.28 43 41 2

H30年  8月 314 276 38 2,098 2,037 61 6.68 7.38 1.61 41 40 1

9月 293 251 42 2,078 2,024 54 7.09 8.06 1.29 44 44 0

10月 278 233 45 2,083 2,027 56 7.49 8.70 1.24 40 39 1

11月 274 237 37 2,044 1,993 51 7.46 8.41 1.38 46 45 1

12月 259 223 36 1,924 1,875 49 7.43 8.41 1.36 34 31 3

H31年  1月 248 211 37 1,882 1,832 50 7.59 8.68 1.35 30 29 1

2月 243 201 42 2,041 1,993 48 8.40 9.92 1.14 42 36 6

3月 284 243 41 2,076 2,018 58 7.31 8.30 1.41 45 44 1

4月 309 260 49 2,105 2,041 64 6.81 7.85 1.31 64 61 3

R元年  5月 271 224 47 1,966 1,906 60 7.25 8.51 1.28 44 44 0

6月 262 219 43 2,012 1,950 62 7.68 8.90 1.44 32 31 1

7月 275 236 39 2,080 2,023 57 7.56 8.57 1.46 43 41 2

8月 266 230 36 2,114 2,057 57 7.95 8.94 1.58 32 30 2

※ 建設関係は、09建築・土木技術者等、70建設躯体工事の職業、71建設の職業、72電気工事の職業、73土木の職業の合計
※ 年度平均は、四捨五入の関係から、一般とパートの計と一致しないことがある。

建設関係
09,70～73

有 効 求 職 者 数 有 効 求 人 数 有 効 求 人 倍 率 就 職 件 数

4.65

5.76

7.11
6.68

7.09
7.49 7.46 7.43 7.59

8.40

7.31
6.81

7.25
7.68 7.56

7.95

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

9.00

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500
(倍)(人)

求人、求職及び求人倍率の推移 有効求人数

有効求職者

有効求人倍率
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H22.3
卒

H23.3
卒

H24.3
卒

H25.3
卒

H26.3
卒

H27.3
卒

H28.3
卒

H29.3
卒

H30.3
卒

H31.3
卒

就職希望者数 2,825 2,952 3,067 3,178 3,154 3,257 3,148 3,124 3,239 3,155

就職内定者数 2,674 2,805 2,916 3,028 3,058 3,167 3,091 3,067 3,201 3,115

未内定者数 151 147 151 150 96 90 57 57 38 40

就職内定率 94.7 95.0 95.1 95.3 97.0 97.2 98.2 98.2 98.8 98.7

94.7 95.0 95.1 95.3
97.0 97.2 98.2 98.2 98.8 98.7

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

過去１０年 【大学等卒業予定者】の内定状況（３月末日現在）

就職希望者数 就職内定者数 未内定者数 就職内定率

人 %

H22.3
卒

H23.3
卒

H24.3
卒

H25.3
卒

H26.3
卒

H27.3
卒

H28.3
卒

H29.3
卒

H30.3
卒

H31.3
卒

就職希望者数 1,546 1,641 1,700 1,836 1,907 1,995 2,008 2,002 1,974 1,907

就職内定者数 1,521 1,619 1,687 1,827 1,897 1,993 2,006 2,000 1,973 1,903

未内定者数 25 22 13 9 10 2 2 2 1 4

就職内定率 98.4 98.7 99.2 99.5 99.5 99.9 99.9 99.9 99.9 99.8

98.4 98.7 99.2 99.5 99.5 99.9 99.9 99.9 99.9 99.8

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

過去１０年 【高等学校卒業予定者】の内定状況（３月末日現在）

就職希望者数 就職内定者数 未内定者数 就職内定率

%
人
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H31.3卒 H30.3卒 増減数 増減率 H31.3卒 H30.3卒 増減数 増減率 H31.3卒 H30.3卒

建 設 業 930 921 9 1.0% 181 201 ▲ 20 -10.0% 19.5% 21.8%

製 造 業 2,525 2,282 243 10.6% 1,085 1,106 ▲ 21 -1.9% 43.0% 48.5%

運 輸 業 149 185 ▲ 36 -19.5% 49 53 ▲ 4 -7.5% 32.9% 28.6%

卸 売 ・ 小 売 業 520 457 63 13.8% 106 90 16 17.8% 20.4% 19.7%  

宿泊業・飲食サービス業 202 225 ▲ 23 -10.2% 45 40 5 12.5% 22.3% 17.8%

生活関連サービス・娯楽業 179 175 4 2.3% 21 21 0 0.0% 11.7% 12.0%

医 療 ・ 福 祉 業 403 387 16 4.1% 57 48 9 18.8% 14.1% 12.4%
サ ー ビ ス 業

（ 他 に 分 類 さ れ な い も の ）
228 239 ▲ 11 -4.6% 50 51 ▲ 1 -2.0% 21.9% 21.3%

そ の 他 278 275 3 1.1% 140 128 12 9.4% 50.4% 46.5%

合 計 5,414 5,146 268 5.2% 1,734 1,738 ▲ 4 -0.2% 32.0% 33.8%

   平成31年3月高校卒業予定者の求人数・充足数(産業別）
 富山県/平成31年3月末現在

   平成27年3月新規学卒者の就職後3年以内の離職率（産業別）/富山県

県内求人数 充足数
主な産業

充足率

27.0

37.1

19.2

5.3

20.1 18.6

28.5

37.2

18.3

38.5

25.9

34.3

52.9

43.0

36.9

18.8

45.3

53.7

31.1

46.8

23.3

3.5
0

24.4

31.4

50

10

20

40.9

51.2

58.8

25

37.1

28.1

36.2

84.2

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0
大卒 高卒(%)

※ 離職率は各年後とも、最新（３年目まで出ていれば３年目、２年目まで出ていれば２年目）の就職者数を分母として算出。し

たがって、１年前に算出した１年後離職率と、今年算出した１年後離職率は分母が異なるため、数値も変化する。（＊全国の数

値の算出方法と同様）
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石川県の建設分野の労働力需給状況等

１.有効求人倍率・失業率の推移(令和元年８月時点)

2.建設分野の職業別求人倍率（令和元年８月内容）

※常用（パート除く）

※出典 職業安定業務統計

※出典 職業安定業務統計

令和元年１０月 石川労働局

1.99 2.02 2.04 2.06 2.07 
1.99 1.95 

1.91 1.95 
1.88 

1.97 2.00 
2.03 

1.63 1.63 1.62 1.63 1.63 1.63 1.63 1.63 1.63 1.62 1.61 1.59 1.59 
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2.4 
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石川 全国

3.平成31年３月新規高等学校卒業予定者に係る求人充足状況（平成31年3月末現在）

※出典 石川労働局調べ

４.平成27年3月新規高校卒業者 卒業3年後の離職率＜全国と石川比較（主な産業）＞

（%）

A,B
農・

林・漁

業

C

鉱業

採石

業

砂利

採取

業

D
建設

業

E
製造

業

F

電気・

ガス・

熱供

給・

水道

業

G
情報

通信

業

H

運輸

業

郵便

業

I 
卸売

業

小売

業

J 

金融

業

保険

業

K

不動

産業,

物品

賃貸

業

L

学術

研究，

専門・

技術

ｻｰﾋﾞｽ

業

M 

宿泊

業，飲

食ｻｰ

ﾋﾞｽ業

N
生活

関連

ｻｰﾋﾞｽ

業，

娯楽

業

O
教育

学習

支援

業

P
医療

福祉

Q

複合ｻ

ｰﾋﾞｽ

事業

R
サー

ビス業

S,T
公務

その

他

求人数 33 3 974 2,141 5 36 327 656 21 67 79 595 234 4 461 211 268 0

充足数 11 2 174 945 1 18 62 160 10 12 26 107 41 1 67 91 36 0

充足率 33.3% 66.7% 17.9% 44.1% 20.0% 50.0% 19.0% 24.4% 47.6% 17.9% 32.9% 18.0% 17.5% 25.0% 14.5% 43.1% 13.4%
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100.0%
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足
率
）

求人数 充足数 充足率

6,115人 1,764人 28.8％
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５.新規高等学校卒業者の求人・求職・就職内定状況の推移（各年３月末時点）

出典 石川労働局調べ

６.新規大学等卒業者の就職内定率の推移（各年３月末時点）
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Ｒ元年度 建設界の担い手確保・育成に関する取り組みについて

・令和元年年６月～７月に第１回各県（新潟、富山、石川）部会を開催。
・昨年度の協議会で出された課題に関する議論や、今年度に予定している活動や新たな取り組みについて情報
を共有し、現状の課題等に関する意見交換を行った。

令和元年度：第１回県部会開催概要

【新潟県部会】令和元年６月２６日（水）１０：００～１２：００

【富山県部会】令和元年７月１８日（木）１０：００～１１：３０

【石川県部会】令和元年７月１７日（水） １３：３０ ～ １５：００

【開催地】北陸地方整備局、富山河川国道事務所、金沢河川国道事務所

新潟県部会開催状況 富⼭県部会開催状況
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Ｒ元年度 建設界の担い手確保・育成に関する取り組みについて

・令和元年度において、各機関の活動数は２４７件であり、そのうちの58％が他機関・団体と連携し行われている。

・対象者別では、建設系の学生を対象とした取り組みが最も多く実施されており、全体の53％を占めている。

建設系の
学生対象

建設系の学生以外を対象

合計
各機関で

連携・合同で
取り組んだ件数

大学
高校

中・小学
園児・親子

一般
団体

H27年度
117
(31%)

47
(13%)

125
(33%)

87
(23%)

376
(100%)

164
(44%)

H28年度
164
(39%)

18
(4%)

156
(37%)

79
(19%)

417
(100%)

171
(41%)

H29年度
147
(35%)

33
(8%)

158
(37%)

87
(20%)

425
(100%)

146
(34%)

H30年度
169
(45%)

31
(8%)

129
(35%)

44
(12%)

373
(100%)

201
(54%)

R元年度
132
(53%)

9
(4%)

88
(36%)

18
(7%)

247
(100%)

143
(58%)

令和元年度 対象別取り組み件数

令和元年度 取り組み別実施件数

建設系の学生

132件

53%

建設系以外の学生

大学・高校

9件

4%

中・小学，園児，親子

88件

36%

一般団体

18件

7%
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1

大学

（建設系）

工業高等

専門学校

高校

(建設系)

大学

（建設系以外）

高校

（建設系以外）

中学校 小学校 園児 親子 一般団体

取
り
組
み
件
数
（件
）

その他 講師派遣 現場見学会

※令和元年度の活動件数は、令和元年10月時点における各機関からの報告に基づき集計している。
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【留意事項】
・本資料は、各機関・団体で、対象毎にどのような取り組みを行ったのか、幅広に事例を集め、各機関・団体が次年度以降の取り組みを考え
るうえでの参考とすることを目的に整理したものです。

・実施件数は概ねの傾向を把握するために集計したものです。（※各機関・団体の判断により取り組みを分類し、報告頂いているため、分類
の不整合を含みます。）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

現場
見学
会

講師
派遣

その
他

合計
現場
見学
会

講師
派遣

その
他

合計
現場
見学
会

講師
派遣

その
他

合計
現場
見学
会

講師
派遣

その
他

合計
現場
見学
会

講師
派遣

その
他

合計

大学（建設系） 18 15 7 40 14 12 44 70 12 24 25 61 20 7 37 64 14 10 20 44

工業高等専門学校 6 5 1 12 7 2 3 12 3 6 5 14 4 2 4 10 3 1 1 5

高校(建設系) 39 9 17 65 40 14 28 82 27 21 24 72 38 26 31 95 35 26 19 83

大学（建設系以外） 9 1 0 10 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 4 4 0 0 2 2

高校（建設系以外） 21 8 8 37 7 7 4 18 5 23 3 31 8 14 5 27 3 3 1 7

中学校 14 8 2 24 10 12 6 28 5 31 5 41 4 28 10 42 5 15 3 23

小学校 52 32 8 92 47 46 22 115 20 88 3 111 16 36 23 75 26 23 10 59

園児 0 0 0 0 1 0 0 1 2 0 0 2 0 0 1 1 0 0 0 0

親子 6 0 3 9 9 1 2 12 2 0 2 4 4 0 7 11 1 0 5 6

一般団体 51 5 31 87 14 1 64 79 26 6 55 87 13 2 29 44 2 3 13 18

合

計

一般団体を含む 216 83 77 376 149 95 173 417 102 199 124 425 107 115 151 373 89 84 74 247

一般団体を除く 165 78 46 289 135 94 109 338 76 193 69 338 94 113 122 329 87 81 61 229

Ｒ元年度 建設界の担い手確保・育成に関する取り組みについて

※令和元年度の活動件数は、令和元年10月時点における各機関からの報告に基づき集計している。
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北陸建設界の担い手確保・育成推進協議会 新潟県部会開催報告

開催概要
【新潟県部会】 令和元年6月２６日（水）1０:00～1２:０0
•〔会場〕 北陸地方整備局 ４F会議室
•〔出席機関〕

［行政］北陸地整、新潟労働局、新潟県教育委員会、新潟市
［建設産業］日建連北陸支部、新潟県建設業協会、建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会北陸支部、新潟県

測量設計業協会、新潟県地質調査業協会、日本道路建設業協会北陸支部
［教育］長岡工業高等専門学校、塩沢商工高校、中条高校

検討結果
令和元年度は、昨年度に引き続き合同企業セミナーを実施するなど、各大学・建設系高校へ
の取り組みはもちろんのこと、小中学生などの将来の担い手に対しても、建設業の魅力を発
信するなどの取り組みを引き続き進める。また、普通科高校の進学組へのＰＲの仕方につい
ても議論していく。

• 北陸地方における建設界の担い手をめぐる現状や課題に関する認識を共有し、建設界の担い手不足に対し、建設関係団体、
教育機関、関係行政機関等が一体となって、担い手の確保・育成の取り組みを推進することを目的として、平成26年10月
3日 北陸建設界の担い手確保・育成推進協議会を設立。

• 令和元年度の活動を推進するため、取り組みの展開について検討。

塩沢商⼯⾼校 中川校⻑

新潟県部会開催状況

意⾒等
①今年度の本会議は10～11月頃、県部会は11～12月頃に実施することで了解。
②令和元年度は引き続き各大学、建設系高校、小中学生等へ建設業の魅力を発信していく。
③県部会のイベントとして、合同企業セミナーは昨年度の同様に実施する。また、全国産業

教育フェアには、出来る範囲で協力する形とする。
④普通科高校へは進学組も含め建設界のＰＲが必要。

普通科高校生徒の入職データは県教育委員会等の協力を得る。
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日時 令和元年7月18日（木）10:00～11:30

会場 富山河川国道事務所 ３F大会議室

構成機関（順不同）

【行政】北陸地整建政部/富山河川国道事務所、富山労働局、富山県土木部/教育委員会
【教育】富山大学、富山県立大学、富山工業高校、桜井高校、高岡工芸高校、南砺福野

高校
【業界】 日建連北陸支部、富山県建設業協会、建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会北陸支部、富山県測量

設計業協会、富山県地質調査業協会、日本道路建設業協会北陸支部

【オブ】黒部河川事務所、立山砂防事務所、利賀ダム工事事務所、伏木富山港湾事務所

○ 今年度第１回目となる富山県部会を令和元年7月18日（木）に開催。 昨年度の協議会で出された課題を議
論し、本年度の体制・活動予定等について情報を共有した。

○ 意見交換では、実際の体験を含めたPRや、小中学生などの将来の担い手に対して、さらに普通科高校など
の進学組へのPRの重要性等が議論された。

○ また、学生や生徒の進路に影響を与える保護者への建設業界の魅力発信の重要性が議論された。

○ R1も引続き、県内産学官の関係者の連携のもと活動を進めていくことで合意。

北陸建設界の担い手確保・育成推進協議会 富山県部会（R1.7.18）開催概要

開催状況開催概要

会員からの主な発言

・現場見学の際に、実際に就労する若手技術者からの話には効果がある。でき
れば「起床から就寝まで」「休日の過ごし方」などの技術屋さんの一日を話
してほしい。

・保護者には未だ建設業界が「３K」と認識している。払拭すべき。

・建設関係に対する魅力が上がってきている。今後も引き続きPRが必要。また、
体験型のPRが有効。

・就労確保のため、賃金向上を建設産業全体で考えていかなければならない。

・本協議会を開催することを効果測定する必要がある。そうすればさらに盛り
上がるのでは。

意見交換状況
（教育機関）

部会長挨拶

意見交換状況
（業界団体）
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北陸建設界の担い手確保・育成推進協議会 富山県部会（R1.7.18）開催概要
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北陸地方整備局
金沢河川国道事務所

Ｒ元年度 建設界の担い手確保・育成推進協議会【第一回石川県部会】 開催報告

〔日 時〕 令和元年7月17日（水）13:30～15:00
〔開催地〕 金沢河川国道事務所 会議室
〔構成機関〕
［行政］北陸地整建政部、金沢河川国道事務所、石川労働局、石川県土木部、石川県教育委員会
［建設産業］日建連北陸支部、石川県建設業協会、道建協北陸支部、建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会北陸支部、

石川県測量設計業協会、石川県地質業協会
［教育］金沢大学、金沢工業大学、石川県立大学、石川高専、金沢市工高、石川県立羽咋工高、

小松工高、翠星高校

◆ 就職する前の学生について、現場見学会等の取り組みを通じて意識の変化をアンケート調査
により把握し、今後の取り組み、活動の方針にフィードバックさせてはどうか。
◆ 若手とのコミュニケーションややりがいを高めることが求められている。
◆ 女性をターゲットにしたアピールや魅力を伝える取り組みも必要。若手アンケートでも、女性を
対象とすれば、男女の違いや活躍の場は同じようにあるという実態が分かるのではないか。
◆ 昨年実施した若手アンケートは、我々が日頃感じていることが結果に出ている。離職について
は、企業のトップの方は理解されているが、中堅の方と若手間の人間関係の問題が大きい。業
界全体で離職が少なくなるよう、意識を変えてもらう必要がある。学生は小学生の頃から叱られ
たことがなく、叱られてすぐに辞める。叱られながら働いてきた中堅の方には理解できないようである。

開催概要

会議の主な発言要旨

開催状況

7月17日、産学官が連携の「北陸建設界の担い手確保・育成推進協議会【第１回石川県部会】」を開催し、各機関によ
る今年度計画されている現場見学会等の活動予定について紹介、さらに現状の課題や協議会として今年度の新たな取り組
み等に関する意見交換を行いました。
参加機関からは、「学生が現場見学会等を通じて意識がどのように変化するか把握し、今後の取り組みにフィードバック」「女
性をターゲットにした取り組みも必要」「離職については中堅社員の意識が問題」といった様々な課題、意見が寄せられました。
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令和元年度 

建設界の担い手確保・育成に関する取り組み 

② 活動事例の紹介

１．新潟県部会 ··························· P1～16 

２．富山県部会 ··························· P17～27 

３．石川県部会 ··························· P28～35

４．けんせつフェアin富山2019開催報告····· P36～40 
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建設界の担い手確保・育成に関する取り組み 

令和元年度の活動事例紹介 

【新潟県部会】 

1



2



3



4
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講師 山神 明理 参加生徒３７名 保護者１０名

【担い手確保】わくわくお天気・防災教室

国土交通省北陸地方整備局信濃川河川事務所
開催日時：令和元年８月２日（金） １４：００～１６：００

開催場所：燕市民交流センター

・気象変動に起因する災害が多発しており、新潟県内においてもいわゆるゲリラ豪雨が多発するなど気象変動に
伴って洪水や土砂災害の危険性が高まっていることから、燕市近隣住民を対象に地域住民とその子供たちに水防
災意識の向上と知識の普及啓発を目的に開催

新聞にも掲載されました

令和元年
8月6日

新潟日報13面

教室の様子

お天気・防災クイズの様子 綿を使った雲の図鑑の工作大河津分水路の説明

アンケート結果 小学生（３４名参加者記入） アンケート結果 保護者（１０名参加者記入）
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参加学生：視覚デザイン科 １２名

【担い手確保】長岡造形大学と大河津分水100周年記念事業ロゴ共同作成

国土交通省北陸地方整備局信濃川河川事務所

開催日時：令和元年９月２０日（金） 13:00～17:00

開催場所：信濃川大河津資料館 外

・２０２２年に大河津分水通水１００周年を迎えるため、その記念ロゴの作成を長岡造形大学へ依頼。ロゴ作成のた
め、学生の大河津分水現場見学を実施、記者発表を行い、広報ＰＲを実施。今後、要所で広報を実施。

新聞にも掲載されました令和元年
9月27日
新潟日報
16面

見学の様子

大河津資料館 堰操作室竣工記念碑

FMながおかの取材にとこ工事みえ～る館大河津分水路改修工事現場
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